
令和５年度

第２回 姫路市下水道事業経営懇話会

令和６年１月２２日

姫路市上下水道局

中長期の投資計画の見直し

及び財政シミュレーション
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資料 １



下水道事業における
投資計画
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 主な投資事業

① 施設の老朽化対策

② 浸水対策

③ 処理施設の統廃合

◆ 整備事業費の推移
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① 施設の老朽化対策
（ストックマネジメント計画）



大的析水苑

東部析水苑

中部析水苑

兵庫県揖保川浄化センター

清水苑

城山浄化センター

太尾

牧野
南山田

北山田
多田

西山田

船津北部

船津南部

上野

古知

置塩南

菅生澗

寺

前之庄

安志・長野

上菅処理場

家島浄化センター

坊勢

打越・毛野

中 部 処 理 区

東 部 処 理 区

大 塩 処 理 区

置 塩 北 処 理 区

上菅・莇野処 理区

家 島 処 理 区

揖 保 川 処 理 区

公

共

下

水

道

コミュニティ・プラント

集 落 排 水
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老朽化対策 保有する下水道施設

（令和５年４月現在）施設種別 規模・能力

管路 約3,172km

下水処理場
７か所

約306,000m3/日

前処理場 ５か所

ポンプ場 ３７か所

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ
（宅地内含む）

１７２か所
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50年超え 30年以上50年未満 30年未満 累計

総延長：約3,172㎞
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下水道管の総延長約3,172㎞に対し、標準耐用年数（50年）を
経過する管渠が約225㎞となっており、今後さらに増加します。

経過年数50年越え
約225km

老朽化対策 管渠の老朽化

管渠破損による道路陥没（令和4年6月）
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施 設 名 運転開始年月 現在処理人口
処理能力

（m3/日最大）

大的析水苑 平成 元年 ６月 ２０,３９１
１４,７００

（姫路市分）

東部析水苑 昭和５８年 ４月 ６４,６８４ ５６,０００

中部析水苑 昭和５４年 ４月 ３１１,９７７ ２２０,０００

家島浄化センター 平成１３年 ３月 ２,５８０ ２,８６０

城山浄化センター 平成１１年 ３月 １,１３０ １,５００

清水苑 平成１２年 ４月 １８,０５０ ６,０００

上菅処理場 平成 ６年 ４月 ２,６２２ ３,３６０

【参考】
揖保川浄化センター（兵庫県）

昭和６３年 ６月 ７３,１６８ ４０,８００
（姫路市分）

姫路市最大の下水処理能力である中部析水苑は、
昭和５４年の運転開始から４４年が経過している。

老朽化対策 処理場の老朽化

東部析水苑 発電設備 東部析水苑 調整池攪拌設備 東部析水苑 調整池ポンプ（軸）東部析水苑 混合槽
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標準耐用年数で改築を実施すると20年間で総額約2,860億円となる。
今後20年間の平均改築事業費は年間約143億円の見込みである。

老朽化対策 長期的な改築の需要見通し

施設区分
改築事業費

総額(20年間) ピーク 年平均

管路施設 約1,500億円 約300億円 約75億円／年

処理場・ポンプ場施設 約1,300億円 約200億円 約65億円／年

マンホールポンプ施設 約60億円 約40億円 約3億円／年

合 計 約2,860億円 約540億円 約143億円／年

0

50

100

150

200

250

300

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26

累
計

事
業

費
（
1
0
億

円
）

改
築

事
業

費
（
百

万
円

/
年

）

【耐用年数サイクルで改築を実施：改築事業費の推移】

処理場・ポンプ場

管路施設

マンホールポンプ場

累計事業費（標準耐用年数）



小 大

【ストックマネジメント計画】
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施設更新計画の最適化老朽化対策

 長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮
 優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改築を実施

施設全体を対象とし管理を最適化、改築事業費の低減が期待される。

※出典「下水道ストックマネジメント支援制度」（平成29年3月 国土交通省研修テキスト）
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A B C D E

被害規模（影響度）

高

低

リスク大

リスク中

リスク低

リスク微小

発
生
確
率

リスクマトリックスによるリスク評価（イメージ）

管渠 処理場

優先度１（リスク大） ８％ ９％

優先度２（リスク中） ９％ ４２％

優先度３（リスク小） １０％ ３９％

優先度４（リスク微小） ７３％ １０％

計 １００％ １００％

リスク評価結果

※ 説明のため単純に４分類にしています。
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１ 改築更新の
対象機器等を選定

３ 機器等の改築・更新

② 機器等を改築更新する
（ダウンサイジング、省エネ機器

の導入等の検討を含む）

① 機器等の整備により延命を図る

具体的な処理場・ポンプ場の
機器改築更新の考え方

老朽化対策

東部析水苑 受変電設備

① 日常点検により判明した不具合
② 耐用年数経過 など

（選定方法）

（効率的な更新）

２ ライフサイクル
コストを比較検討
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３ 管渠の改築・更新

① 部分補修を行う

② 管更生※を行う

③ 管敷設替えを行う

具体的な管渠改築更新の考え方

※ 管更生：老朽管の内側に塩化ビニル製などの管を裏打ちし、
非開削で管の改築を行います。

老朽化対策

① 調査により判明した老朽化の著しい管渠
② 緊急輸送路下・軌道下の管渠 など

（効率的な更新）

（選定方法）

２ ライフサイクル
コストを比較検討

１ 改築更新の
対象管渠を選定



具体的な改築更新施設

下水道管渠
約3,172km

管種内訳 目標耐用年数 備考

ｺﾝｸﾘｰﾄ製・陶製等
約700km（約22%）

目標耐用年数：７５年
ただし、皮革排水用は３０年

計画的な点検・調査に基づき、優
先度の高い箇所（リスク大）から
修繕・改築を実施する。

塩化ﾋﾞﾆｰﾙ製
約2,500km（約78%）

目標耐用年数：１００年
塩化ﾋﾞﾆｰﾙ製の場合、維持管理
上のリスクが小さい。基本的に修
繕改築の対象外とする。
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老朽化対策

日常点検、定期点検、法定点検を実施し、
適切なメンテナンスを行うことで施設の延命化を図るとともに、

改築更新の優先順位を設定する。

処理場
ポンプ場

施設内訳 目標耐用年数 備考

機械設備 目標耐用年数：１７～３４年
既存の処理場施設では、適切な
維持管理により、４０年経過後も
機能しており、実績を踏まえ同様
の延命化を図る。

計画的な点検・調査に基づき、優
先度の高い箇所（リスク大）から
修繕・改築を実施する。

電気設備 目標耐用年数：１５年～３０年

躯体 目標耐用年数：７５年



目標耐用年数の設定根拠
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老朽化対策

目標耐用年数の設定にあたっては、
国のガイドラインや他事業体の事例、製造メーカーへの聞き取り

本市における使用実績等を踏まえ、標準的に使用できる年数として設定。

目標耐用年数 設定根拠

管
渠

ｺﾝｸﾘｰﾄ製等 ７５年 標準耐用年数５０年×１．５倍 ・本市の使用実績

塩化ﾋﾞﾆｰﾙ製 １００年 標準耐用年数５０年×２倍
・「塩化ビニル管・継手協会」及び製品メーカーへ
のヒアリング結果

機械設備 １７～３４年 標準耐用年数１０～２０年×１．７倍 ・本市の使用実績

・下水道事業のストックマネジメント実施に関する
ガイドライン 国土交通省水管理・国土保全局下水
道部ほか電気設備 １５年～３０年 標準耐用年数１０～２０年×１．５倍

躯体 ７５年 標準耐用年数５０年×１．５倍
・他事業体の事例※

※土木・建築施設の実績は少ないため、今後調
査を実施し、目標耐用年数の見直しに活用する。
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標準耐用年数サイクルで改築する場合に比べ、
20年間で約1,900億円のコスト縮減が見込まれる。

老朽化対策 ストックマネジメント導入による
コスト縮減効果（20年間）
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（雨水管理総合計画）

② 浸水対策
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浸水対策 浸水対策の背景

発生年月日 被害種類 原因 姫路観測所の観測地 被害状況

平成23年9月1日
～平成23年9月4日

洪水被害
浸水被害

台風１２号
総降雨量 318.5㎜
日最大降雨量 218.0㎜（9月3日）
１時間最大降雨量 79.0㎜

半壊7件
床上浸水 161件
床下浸水 825件
がけ崩れ 6箇所

平成29年9月17日
浸水被害
土砂災害

台風１８号
総降雨量 131.5㎜
１時間最大降雨量 69.0㎜

床上浸水 41件
床下浸水 246件
土砂崩れ 4箇所

辻井地区

東山地区
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◆計画降雨 ◆段階的対策方針

浸水対策

雨水管理総合計画の策定
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浸水対策 段階的な浸水対策の目標
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◆汐入川才西川放水路幹線
場 所： 広畑区小坂～広畑区才
事業費： 約５４億円
期 間： 令和元年８月～令和５年１２月
施行者： 日本下水道事業団

清水・森長・宇鷹特定建設共同企業体

◆広畑本町貯留管
場 所： 広畑区清水町一丁目～東新町二丁目地内
事業費： 約３７億円
期 間： 令和２年７月～令和６年３月
施行者： 日本下水道事業団

前田・宮本特定建設共同企業体

シールド掘進機到達
汐入川才西川放水路幹

雨水管渠 Φ3,500㎜ 2,460m

人孔築造矢板設置

高圧噴射攪拌工推進発進立坑

浸水対策 実施中の主な事業

広畑本町貯留管
貯留管渠 Φ3,200㎜

19
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浸水想定面積の減少

約40ha

浸水対策 シミュレーションによる
対策効果の検証

【対策前】

【対策後】



（処理施設の統廃合）
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③ 広域化・共同化



家島町

播磨灘

○ 公共下水道

7 処理区

11,628ha 人口普及率 90.8％

○ 集落排水施設

24地区（農業）

1地区（漁業）
389ha 人口普及率 2.7％

○ コミュニティ・
プラント施設

8地区

1,382ha 人口普及率 3.5％

○ その他
（合併処理浄化槽など）

統廃合前（平成27年3月末）

広域化・共同化

生活排水処理の状況
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【 生活排水処理の方針】

◆ ４０箇所の処理場を抱え、それぞれの施設を維持
管理していくのに多額の費用が必要となる。

◆ 昭和６２年度から平成１７年度に供用開始しており、
２０年以上経過した施設も多く、老朽化による更新
時期を迎える施設を抱え、多額の改築更新費用が
必要となる。

◆ 定住人口が減少傾向にあり、節水機器の普及により、
使用水量が減少し、使用料収入が減少する。

公共下水道へ統合したほうが効率的

生活排水処理の方針広域化・共同化
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生活排水処理施設（令和５年４月 ２５か所）

◇公共下水道 ： ８か所

◇コミュニティ・プラント ： ６か所

◇農業集落排水処理施設 ：１０か所

◇漁業集落排水処理施設 ： １か所

その他（合併浄化槽）

大的析水苑

東部析水苑

中部析水苑

兵庫県
揖保川浄化センター

家島浄化センター

城山浄化センター

清水苑

上菅処理場

生活排水処理施設（最終計画８か所）

◇公共下水道 ：７か所

◇漁業集落排水処理施設 ：１か所

その他（合併浄化槽）

生活排水処理施設（令和５年４月）

坊勢浄化センター

生活排水処理施設（事業開始当初４０か所）

（接続完了１５地区）
コミプラ：莇野
農 集：岩屋、細野、大釜、下伊勢、相坂、行重

矢田部、南恒屋、北恒屋、奥須加院
刀出、中村、上伊勢・大堤、久畑

事業期間：平成27年度～令和16年度（予定）

進捗状況

広域化・共同化
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東部へ

中部へ

中部へ中部へ

香寺へ

上菅・莇野へ

揖保川へ

揖保川へ



公共下水道処理場
改築更新費
維持管理費

接続に必要な費用
管渠、MP、

ポンプ場建設費

農業集落排水
コミプラ処理施設

改築更新費
維持管理費

公共下水道処理場
建設費

改築更新費
維持管理費

統合しない場合の費用 統合した場合の費用

効果額 約２８億円

費用対効果の検証
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（平成23年～令和42年の50年間で算定（令和2年度までは実績を踏まえ算定））

広域化・共同化



統合効果の内訳
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広域化・共同化

統合しない場合
①

統合した場合
②

効果額
①－②

内 容

処理施設間
の接続費

0 8,886.9 △8,886.9

・統合した場合、
接続管渠 37.6km
マンホールポンプ 27か所
城山ポンプ場 １か所

改築更新費 12,040.0 4,880.0 7,160.0

・統合しない場合、すべての処理施設を改築
・統合した場合、

統合までに必要となる改築更新費及び
中部析水苑の増設費

維持管理費 16,223.5 11,757.2 4,466.3

・統合しない場合、永続的に維持管理を実施
・統合した場合、

統合までの処理施設の維持管理費
統合以降の接続管渠の維持管理費及び
統合先処理場の維持管理費

合 計
28,263.5

（約283億円）
25,524.1

（約255億円）
2,739.4

（約28億円）

単位：百万円

（平成23年～令和42年の50年間で算定（令和2年度までは実績を踏まえ算定））



整備事業費の推移
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老朽化対策事業 浸水対策事業 コミプラ集排の統合事業 その他

国土強靭化のための３か年緊急対策 国土強靭化のための５か年加速化対策（～Ｒ７）

（単位 億円）

近年は、国の国土強靭化計画等の施策もあり、老朽化対策事業、浸水対策
事業の国庫補助金が拡充されたため、全体の整備事業費も増加しています。

（予算）
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新たな経営戦略における
投資計画
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●物価（労務費含む）上昇の影響

・建設資材価格や労務費の高騰、円安の影響などにより、現行の下水
道経営戦略策定時には想定できなかった物価上昇が続いており、
長期の投資額に乖離が生じています。

・物価上昇等による事業費高騰の影響は、今後も続くと想定されます。

【物価上昇に関連する指標】

建設工事費デフレーター（下水道）
（引用：国土交通省）

【建設資材単価】

（R1 ⇒ R5）

【労務単価】

（R1 ⇒ R5）

27％up 15％up

建設資材単価:建設総合の全国平均値
（引用：建設物価2023年12月）

労務単価:全職種の全国平均値
（引用：国土交通省）

建設資材総合

34％up

生ｺﾝｸﾘｰﾄ
※姫路市統一単価

ここ近年の伸び率が
非常に高い

※建設デフレーター：基準年度（H27）の実質額に変換する指標

H
2
7

１．新たな投資計画の考え方



① 事業費へ物価上昇の影響を反映

物価上昇は、今後も一定期間は続くものとして、以下のとおり事業費
に物価の上昇率（デフレーター）を反映します。

【デフレーターの設定概要】

・過去の実績値をベースにＲ５から５年間、物価上昇を見込む
（浸水対策事業は施設計画策定のＨ２８から１３年間）

・その後の設定は、今後の計画見直し時に検討

30

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 ・ ・ ・

急激な物価上昇
今後５年間、
物価上昇を考慮

２．投資計画の見直し
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② 事業の平準化

 老朽化対策や浸水対策は喫緊の課題であり、現行計画では改築・
更新や施設整備は早期実施に集中しています。

 見直し計画では、各施設の整備時期ができる限り重ならないよう、
また設備ごとに分散して実施するなど事業の平準化を図ります。

③ 事業の優先順位見直し

 老朽化対策では、標準耐用年数サイクルで改築するのではなく、
長期的な視点で下水道施設全体の老朽化の進展状況を考慮し、
施設の点検・調査、修繕・改築を実施します（ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画）。

 浸水対策では、令和５年４月策定の「雨水管理総合計画」に基づき
優先的に実施すべき地区（重点対策地区）から整備を進めます。

 事業の優先順位を再考しスケジュールを見直します。

２．投資計画の見直し
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●スケジュール

３．見直し後の投資計画

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26

中部終末処理場

東部終末処理場

大塩終末処理場

清水苑

家島浄化センター

高木川西前処理場

高木前処理場

四郷前処理場

福井前処理場

ポンプ場

管渠

（処理施設・ポンプ場）

大塩ポンプ場

八家川第六ポンプ場

御着雨水貯留施設

船場増補幹線

外堀増補幹線

中島増補管

亀山貯留管

御着雨水貯留施設

東辻井幹線

（重点対策地区）

安志・長野ｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾌﾟﾗﾝﾄ

菅生澗ｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾌﾟﾗﾝﾄほか

前之庄ｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾌﾟﾗﾝﾄほか

船津北部農業集落排水ほか

南山田農業集落排水ほか

整備計画

（主な施設）

老

朽

化

対

策

施

設

統

合

浸

水

対

策

雨水管理総合計画
Ⅰ期計画（R5～R19）

雨水管理総合計画
Ⅱ期計画（R20～R34）

当初計画

繰り下げ・年度間調整

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
Ⅱ～Ⅲ期計画（R6～R15）

将来改築・更新計画
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R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26

投資計画の見直し
（現行・見直し）

老朽化対策 浸水対策

施設統合 その他

現・投資計画
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直
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投
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計

画
（事

業
別
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円

）

現
行

投
資

計
画

（億
円

）
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３．見直し後の投資計画
●事業費

事業費の縮減とともに、事業の繰り下げ等により各年の平準化を図ります。



単位：億円 ※税込み・請負ベース

項目／年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 合計

建
設
改
良
費

老朽化対策 51 62 55 51 61 53 60 53 61 44 37 34 57 44 39 40 82 39 48 33 1,004

施設統合 5 5 1 3 2 1 2 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25

その他（未普及解消等） 12 12 11 10 10 9 9 9 8 6 6 6 6 6 6 5 5 5 5 4 150

総事業費 68 79 67 64 73 63 71 65 71 51 43 40 63 50 45 45 87 44 53 37 1,179

現・経営戦略投資計画 62 58 62 58 61 54 50 54 52 63 54 55 54 54 44 47 48 51 48 48 1,077

単位：億円 ※税込み・請負ベース

項目／年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 合計

建
設
改
良
費

老朽化対策 51 62 55 51 61 53 60 53 61 44 37 34 57 44 39 40 82 39 48 33 1,004

浸水対策 35 29 47 36 30 37 20 29 37 34 26 16 17 14 27 32 29 26 31 35 587

施設統合 5 5 1 3 2 1 2 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25

その他（未普及解消等） 12 12 11 10 10 9 9 9 8 6 6 6 6 6 6 5 5 5 5 4 150

総事業費 103 108 114 100 103 100 91 94 108 85 69 56 80 64 72 77 116 70 84 72 1,766

現・経営戦略投資計画 102 101 95 103 121 112 115 112 89 102 92 94 83 78 67 71 74 74 71 69 1,825

●事業費

・令和７年度から令和２６年度の２０年間の投資計画を見直します。

34

３．見直し後の投資計画

全事業では、現行計画と比べ見直し計画は約59億円減少
「雨水管理総合計画（R5.4）」策定による浸水対策事業の見直し影響が大

浸水対策事業以外の事業では、現行計画より約102億円の増加



原則、可能な限り発行を

行います。

（交付税措置あり）

将来の再投資の財源を確保するため、

資産維持費を適切に見込みます。

使用料の見直しを行う場合は、

・市民、事業者への説明

・将来世代の負担公平化検討

を行う必要があります。

増加分は追加の財源確保が必要

企業債の発行
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●見直しによる事業費

新旧 建設改良費

今後の１０年間（令和７～１６年度） 今後の２０年間（令和７～２６年度）

全事業
浸水対策

以外の事業
全事業

浸水対策
以外の事業

現・経営戦略の
投資計画 約１,０５２億円 約574億円 約1,825億円 約1,077億円

見直し後の
投資計画 約１,００５億円 約６６９億円 約1,766億円 約１,１７9億円

差 引 約４７億円 約９５億円 約５９億円 約１０2億円

３．見直し後の投資計画

国の補助金・交付金の

メニューを最大限に活用し、

財源の確保に努めます。

使用料の見直し国庫補助金の確保



財政シミュレーション

36
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主な収益・費用の考え方

・ 下水道使用料

・有収水量の実績伸び率（令和２年度から令和４年度）および国立社会保障・人口
問題研究所の将来推計人口を勘案して算出。

・ その他収入

・長期前受金戻入は見直し後の投資計画に基づき算出。

・ 維持管理費

・令和１０年度までの物価上昇を見込んで算出。

・ 資本費

※物価上昇は、内閣府の中長期の経済財政試算（ベースラインケース）の消費者物価上昇率
より、下記のとおり見込むものとする。

R7 R8 R9 R10 R11以降

1.2 0.8 0.7 0.7 0消費者物価上昇率（％）

項目/年度

・減価償却費は見直し後の投資計画に基づき算出。

・支払利息については借入期間３０年（うち１年据置）、元金均等償還、利率１．５％
で算出。



38

R４
(実績)

R７ R16 R26

有収水量 5,235万㎥ 5,129万㎥ 4,789万㎥ 4,423万㎥

R4比 ― △2.0％ △8.5％ △15.5％

現経営戦略 5,231万㎥ 5,121万㎥ 4,751万㎥ 4,324万㎥

R４
(実績)

R７ R16 R26

水洗化人口 504千人 499千人 476千人 444千人

R４比 ― △1.0％ △5.6％ △11.9％

現経営戦略 507千人 502千人 481千人 453千人

水洗化人口、有収水量ともに減少していく見通しです。

水洗化人口等の見通し

5,332 5,320 5,235 
5,129 

5,013 4,914 
4,789 

4,678 
4,569 4,471 

4,351 

510,090 508,713 504,257 498,795 491,518 483,882 475,554 466,598 457,308 447,244 
436,964 

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H28 H31 R4 R7 R10 R13 R16 R19 R22 R25 R28

（水洗化人口：人）（有収水量：万㎥）

有収水量 水洗化人口



項目/年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

収益的収入 158 159 162 162 163 164 163 162 162 163

　下水道使用料 85 84 85 84 84 84 83 82 82 81

　長期前受金戻入 38 39 40 41 42 43 43 43 43 44

収益的支出 184 187 191 194 196 198 198 199 200 202

　維持管理費 70 71 71 72 71 72 71 72 71 72

　資本費 114 116 120 122 125 126 127 127 129 130

経常収支 △ 26 △ 28 △ 29 △ 32 △ 33 △ 34 △ 35 △ 37 △ 38 △ 39

資本的収入 112 113 118 102 102 98 90 91 106 83

　国庫補助金 37 40 43 37 37 35 31 32 39 30

　企業債 60 62 66 58 59 60 56 56 64 51

資本的支出 181 184 185 164 161 154 145 147 160 137

　建設改良費 104 110 117 103 104 102 94 96 111 89

　企業債償還金 77 74 68 61 57 52 51 51 49 48

収支 △ 69 △ 71 △ 67 △ 62 △ 59 △ 56 △ 55 △ 56 △ 54 △ 54

企業債残高 757 746 744 740 743 751 756 761 776 778

39

収支の見込み

物価高騰に伴う維持管理費の増や老朽化対策等に伴う資本費の増に伴い、収支不
足額が増加していく見込みです。（現在、収益的収支の経常収支の不足額について
は一般会計からの繰入金により全額補填されています。）
企業債残高については、整備事業の増に伴い、増加していく見込みです。

収支不足分については一般会計より補填（分流式下水道等に要する経費）

（単位：億円）

※資本的収支の不足額については損益勘定留保資金で補填
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分流式下水道等に要する経費（一般会計繰入金）について①

【◎】・・・ 管渠が１本で済むため、建設費が安い

【✕】・・・ 台風やゲリラ豪雨などの大雨時に、大量の下水が処理施設へ流入する
ことで、下水の一部が未処理や簡易な処理のまま放流され、水質汚濁の
原因になりやすい

 分流式の特徴

 合流式の特徴

【◎】・・・ 汚水は、雨水と分離して排除され下水処理施設で処理するので、川や海
への汚水の流出がない

【✕】・・・ 汚水管と雨水管を布設するため、合流式に比べ建設費が高くなる

⇒ 汚水の処理経費については下水道使用料で賄うのが原則だが、公的な便益
も認められるという観点から、分流式下水道に要する経費の一部を公費により負担

分流式下水道等に要する経費

分流式下水道等に要する資本費（減価償却費、支払利息）のうち、その経営に伴う収入
をもって充てることができないと認められるものに相当する額（自治体が決定する不採算的な
経費）。

※不採算的な経費の決定に際しては、適切な使用料の徴収をしてもなお使用料で賄うことが
困難な経費を対象としているので、適切な使用料の設定が前提であることに留意されたい。

本市では経常収支の不足額について分流式下水道等に要する経費として計上。
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分流式下水道等に要する経費（一般会計繰入金）について②

〇分流式下水道等に要する経費の趣旨

⇒分流式下水道の整備について、公的な便益が認められる点から一部公費負担

・人口減や節水機器の普及等に伴う使用料収入の減
・物価高騰に伴う維持管理費の増

収支不足の増加

⇒分流式下水道等に要する経費の趣旨とズレが生じてきている。

分流式下水道等に要する経費について、単純に収支不足分を計上するのではな
く、物価高騰の影響等については下水道使用料で賄うべき経費（使用料対象経費）
に計上し、適正な額を見込む必要がある。

現状
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使用料対象経費の算定①

下水道管理運営費
（維持管理費・資本費）

下水道管理運営費
（皮革汚水）

下水道管理運営費
（一般汚水）

下水道管理運営費
（雨水）

下水道使用料対象外 下水道使用料対象外

資本費
（減価償却費・支払利息）

469億円

維持管理費
250億円

一般会計繰入金 32億円

その他収入 6億円

長期前受金戻入
150億円

一般会計繰入金 2億円

一般会計繰入金（分流式）
86億円

維持管理費の
基準内繰入

分流式下水道等
に要する経費

資本費の
基準内繰入
（分流式除く）

下水道管理運営費
（一般汚水）

719億円

※使用料算定期間５年（Ｒ７～Ｒ１１）で算出

必要な使用料収入
443億円
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使用料対象経費の算定②

資本費
（減価償却費・支払利息）

238億円

維持管理費 38億円 一般会計繰入金 32億円

その他収入 6億円

使用料収入
404億円

長期前受金戻入
150億円

一般会計繰入金
88億円

下水道使用料対象経費
（汚水処理経費） ＝

下水道管理運営費
（一般汚水） ー 控除額（※）

※控除額⇒長期前受金戻入、一般会計繰入金等

資本費 231億円
（減価償却費・支払利息）

維持管理費
212億円

使用料対象経費
（汚水処理経費）

443億円

控除額

下水道管理運営費
（一般汚水）

719億円 ※使用料算定期間５年（Ｒ７～Ｒ１１）で算出

使用料不足額 39億円
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使用料対象経費の算定③（資産維持費の算入）

◎資産維持費の算入

資産維持費とは

下水道事業における資産維持費とは、「将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪
化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平
等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大
分に係るもの）として、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定
するもの」である。

出典：平成29年3月「下水道使用料算定の基本的考え方」（公益社団法人 日本下水道協会）

１年目 ２年目 ３年目

・・・

ｎ年目

建設時 更新時

増分費用

（施設の高機能化、工事の
難度増による増）

建設時の価格

（同規模同能力で更新する
場合の価格。概ね減価償
却費で更新可能）

資産維持費として
一部使用料対象経
費に算入

減価償却費で回収

〇資産維持費のイメージ
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使用料対象経費の算定④（試算結果）

使用料算定期間
5年間

（R7～R11年度）

資産維持率

今後50年間の減価
償却費（＊）の

4.5％

※現有資産分は除く

償却資産簿価の
3％

償却資産簿価の
1.5％

なし

考え方の根拠
日本下水道協会編
「下水道使用料算定
の基本的考え方」

日本水道協会編
「水道料金算定

要領」

現在の水道料金
に算入している
資産維持率

－

維持管理費 ＋ 資本費
（A）

※付帯収入は控除

443億円

資産維持費（B） 25億円 56億円 28億円 －

（A＋B）

‖

必要な使用料収入

468億円 499億円 471億円 443億円

必要改定率 15.8％ 23.5％ 16.6％ 9.7 ％

（＊）今後５０年間の投資計画に基づき算出



開催予定時期 内 容

第１回 令和5年11月6日 「現状及び課題の整理」

第２回 令和6年1月22日
「中長期の投資計画の見直し
及び財政シミュレーション」

第３回 令和6年3月19日 「使用料の見直し」

第４回 令和6年6月中旬 「経営戦略の改定案」

第５回 令和6年8月中旬
「使用料及び経営戦略

改定案の修正」
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今後の検討事項とスケジュール


